
【Ⅰ．主な取り組み】

【Ⅱ．目標指標】
３１年度 ３６年度

実績値 達成度 目標値 目標値 　　　　 25　　　   50　　　　75　　 　100       125

ⅰ 1,073 108.2% 1,067 1,192

【Ⅲ．指標による評価】

ⅰ

評価 理　　　　由　　　　等 平均評価

達成
　ＮＰＯ現場体験研修を通じて県・市町村職員がＮＰＯに対する理解と知識を深め、各部局主管課長で構成する「協働推進庁内連絡会議」や各部局・振興局
に配置した協働推進員を通じて、協働の推進を図ったことにより、目標値を達成した。

達成

年度 基準値 目標値

県・市町村との協働件数(件) ② H26 942 992

指　　　　標
関連する
取組№

基準値 ２８年度

取組項
目

ＮＰＯ・ボランティアの育成・活動支援 協働に向けた支え合いの仕組みづくり ＮＰＯ活動と協働の県民理解・参加の促進

目標達成度（％）

73

　政策名　多様な県民活動の推進 関係部局名 生活環境部

取組№ ① ② ③

施策評価調書（２８年度実績）
施策コード Ⅰ－８－（１）

政策体系
　施策名　未来を担うＮＰＯ（ＮＰＯ法人・ボランティア団体・地域コミュニティ団体等）の育成と協働の推進 所管部局名 生活環境部 長期総合計画頁



【Ⅳ．指標以外の観点からの評価】 【Ⅴ．施策を構成する主要事業】

①

①②

②③

【Ⅵ．施策に対する意見・提言】

【Ⅶ．総合評価と今後の施策展開について】

総合評価 施策展開の具体的内容

Ａ
・アンケート調査を活用し、資金や人材を集める方策やＮＰＯ間のネットワークづくりなどＮＰＯのニーズに沿った支援を行う。
・ＮＰＯが地域団体や行政等と協働して、多様化する地域課題を継続的に解決するための「地域を担うＮＰＯ協働モデル創出事業」を引き続き実施する。
・効果的かつ継続的にモデル事業を実施するため、9月に中間報告会を実施し、また、事業の成果を他のＮＰＯへ繋ぐ取組を実施する。
・広報活動を強化しＮＰＯ活動に対する県民理解と参加を促進させ、ＮＰＯ現場体験研修を継続することで行政とＮＰＯとの協働を促進する。
・災害発生時に円滑なボランティア活動ができるよう、地域におけるネットワークづくりを支援する。

○大分県協働推進会議（H28.9）
・災害時に公的機関、ＮＰＯ、住民が力を合せて乗り切るために、日常からネットワークができ
ていることが必要。

災害ボランティアセンター運営支援事業 6,520 A 継続・見直し 90

地域を担うＮＰＯ協働モデル創出事業 26,145 A 継続・見直し 91

②

・地域を担うＮＰＯ協働モデル創出事業により、実行委員会方式での8事
業を実施、多様な団体・機関が協働して地域課題を解決していく仕組み
のモデルづくりが進んだ。
・「ＮＰＯ等助成協働プログラム合同説明会」を実施することでＮＰＯと企
業との相互理解・マッチングの機会を提供できた。

③

・地域を担うＮＰＯ協働モデル創出事業で県民の参加が促進され、ＮＰＯ
活動に対する理解が進んだ。
・「おおいたＮＰＯ情報バンク　おんぽ」の運営により、ＩＣＴを利用した情
報提供・理解が進んだ。

主要な施策の
成果掲載頁総合評価 ２９年度の方向性

①

・おおいたボランティア・ＮＰＯセンターにおける相談受付、アドバイザー
派遣、講座の実施により、ＮＰＯの育成、活動支援ができた。
・熊本地震での災害ボランティアセンター運営支援を通じて、ボランティ
ア活動の促進とボランティア活動を支える運営体制の強化ができた。

クリーンロード支援事業 17,998 A 継続・見直し 187

取組
№

指標以外の観点からの評価
取組
№

事業名（２８年度事業）
事業コスト

（千円）

事務事業評価


